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＜パートナーシップ＞
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前期のSDGsに関する重点的な取組み 前期の指標

・「三側面」、「前期のSDGsに関する重点的な取組み」と「前期の指標」には、前回登録申請した際に記載した「三側面」、「SDGsに関する重点的な取組み」と
「指標」をそのまま転記してください。
・「取組みの進捗状況」には、取組みの実施状況や指標の達成状況を記載してください。指標が未達成の場合は、その理由等も記載してください。
・「前期の指標に対する実績」には、「前期の指標（数値目標）」に対する実績を数値を用いて記載してください。

環境
本登録を機会に、環境問題や人権問題をはじめとした
社会課題の解決に向け、SDGsの普及啓発や教育機会
の提供を行います。

２０２２年に取得を目指し、更新時まで
SDGsの勉強会等を毎月実施し社内浸
透・普及啓発を図ります。

社会

経済

取組みの進捗状況（実施状況や指標の達成状況など） 前期の指標に対する実績

毎年７月に実施している会社の経営計画発表会にて啓
蒙活動を行っている。

毎月の実施は頻度、内容の充実が共に困
難であったため、年に１度の開催とした。

（分野に☑）
三側面

三側面
前期のSDGsに関する重点的な取組み 前期の指標

（分野に☑）

環境
地震や水害などの自然災害や事故などに備える事業継
続計画（BCP）を作成し申請を行います。

今後申請環境を整備し、２０２３年取得を
目指し、更新時まで維持・推進を図ります。

社会

経済

取組みの進捗状況（実施状況や指標の達成状況など） 前期の指標に対する実績

BCPの策定を行い、認定を受けた。
社内の資料を確認したところ、2021年 4
月に九州経済産業局より認定を受けてお
り、更新時まで維持・推進を図っている。

環境
更なる、労働・人権等に関する自社の経営統治環境を整
備し、ブライト企業への申請を行います。

今後申請環境を整備し、２０２３年取得を
目指し、更新時まで維持・推進を図ります。

社会

経済

取組みの進捗状況（実施状況や指標の達成状況など） 前期の指標に対する実績

2024年8月にブライト企業への申請を行った。
2024年8月にブライト企業への申請を行
い、現在認定審査の結果を待っている。

・「SDGsに関する重点的な取組み」には環境・社会・経済の三側面の全てについて、重点的な取組みを記載してください。なお、取組みが複数の分野に該当
する場合は、それぞれの分野にチェックを入れてください。
・「指標（更新時に向けた数値目標）」には、それぞれの取組みに対する「目指す姿」の実現を念頭に、それを評価するための指標と、現状の数値および更新時
（3年後）の数値目標を記載してください。（例：採用の人数：2023年○人→2026年○人）更新時には実績を報告する必要があります。

建物の安心・安全に向け建設業者である自社と、消費者、材料供給者、工事業者との間に信頼関係を構築すると
共に、自社内部においても、従業員一人ひとりの状況に応じ、働きやすい職場環境の整備を図るとともに、地域
におけるトップランナーとしての責務・自覚のもと、SDGs達成に向けた取組みを自社内や社外関係者に働きか
け、目標達成に向けて全員で活動します。

・「パートナーシップ」には、企業やNPO法人、行政など関係機関との連携を記載してください。

＜SDGsに関する重点的な取組み及び指標に係るこれまでの進捗状況＞
三側面

前期のSDGsに関する重点的な取組み 前期の指標
（分野に☑）

環境
環境負荷が小さく、サステナブルな社会の実現に貢献
するCLT工法（木板の層を各層で互いに直交するよう
に積層接着した厚型パネルの直交集成板を用いた工
法）を用いた住宅受注棟数の増加。

CLT工法の実施目標棟数
2023年0棟→2026年5棟

社会

経済

環境
充分に活躍できる環境整備の取り組みを活かし、年齢・
男女を問わず、事業所所在地以外の県市町村からも採
用を実施。

採用の人数
202３年３人→202６年１２人

社会

経済

三側面
SDGsに関する重点的な取組み

指標
（更新時に向けた数値目標）（分野に☑）

環境

ＩＣＴを活用し日報等の報告書のDX化の更なる推進を
図り、社内のコピー用紙消費量を削減。

コピー用紙の使用量
(2023年売上高・購入数ベース)
2023年73,000枚
→2026年４0,000枚（約５５％）

社会

経済

＜SDGsに関する重点的な取組み及び指標＞

更新 事業者名 株式会社カネマツ

＜2030年のSDGs達成に向けた経営方針と目指す姿＞

建設業は交通・防災・環境などのインフラ整備や人々の安心・安全・快適な住環境づくり・街づくり・暮らしに深く
かかわり、これらを未来につなぐ業界であり、SDGsのあらゆる局面に関与しています。
私たちは、これらのことを認識し、建設業を通じて、安心安全な建造物を提供し、消費者、材料供給者、工事業者
などの、全てのステークスホルダーの満足度や利益が最大化されるように事業を推進するとともに、客観性と透
明性の高い経営を表現することで、地域の「持続可能な地域づくり・社会づくり」に貢献する企業を目指します。


